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調査票にも示すように、基準内で重点を置いている科目、規準に加えて追加して実施し

ている科目が記述されているので、年度計画策定にあたっては参照願いたい。

４－３ 雇用支援機構及び県立職業能力開発施設等への訓練基準見直しヒアリング調査

雇用支援機構立及び県立職業能力開発施設へ訓練基準見直しに係る意見、要望を確認するためヒ

アリング調査を実施した。この調査結果を基に、研究会にて規準見直しに係る討議を行った。

調査は、研究会メンバーによる施設ヒアリング調査を実施した。

１ 調査日程 平成 年 月 日、 日

２ 調査施設及び対応者

１）東北職業能力開発大学校（ 月 日）

三浦校長、江面統括部長、応用課程・専門課程教員

２）山形県立産業技術短期大学校（ 月 日）

横山校長、藤原副校長、専門課程教員

３ 調査参加者

基盤整備センター基準見直し研究会メンバー

４ 調査方法

ヒアリングシート（別添２－４参照）を予め送付のうえ、回答内容を聞き取る方法で調査し

た後、関係実習場等を視察し、質疑を行った。

５ 調査結果

１）東北職業能力開発大学校

専門課程：電子情報技術科については、技術動向により機種変更や台数変更の要望があり、

研究会での意見と同様であったので、検討することとした。最新技術は基準の枠外で指導し

ている。教科目、設備については大きな変更希望は提出されなかった。

訓練基準と大きく関係しないが、最大の課題は学生の学力低下であり、対策を講じていた。

今後は訓練目標を下げることも視野に入れた検討が必要かもしれないが、レベルを下げる検

討には慎重さが求められる。

応用課程：生産電子システム科、生産情報システム科については、専門課程と同様に技術

動向により機種変更や台数変更の要望があり、研究会での意見と同様であったので、検討す

ることとした。

専門課程、応用課程ともに就職に合わせた指導をすることに力点を置いた訓練を実施して

いたが、訓練基準の改善までに至る提案はなかった。

２）山形県立産業技術短期大学校

専門課程：知能電子システム科（設置基準：電子情報技術科）については、教科の細目で

情報通信工学基礎実習及びファームウェア製作実習で訓練時間数の変更希望があった。

（注：研究会では、施設の自由裁量の範囲として、訓練基準の変更までには至らなかった）

専門課程：情報技術科については、特に技術動向の変化が激しい分野であり、データ通信

に電話宅内技術やデータ交換技術などがあり、変更希望が多くでた。（（注：研究会では、同

様意見であり旧式機器を変更した）
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第３章 電気・電子・情報分野の職業訓練の基準見直し

第１節 基準見直しの枠組み

１－１ 法、施行規則及び通達

公共職業訓練施設において訓練を実施する場合、訓練の水準を維持するため訓練施設は訓練

基準を遵守しなければならない。訓練実施にあたっては、厚生労働省職業能力開発局長通達や

職業能力課長通達により、更に詳細を規定している。

１－２ 別表の考え方

昭和 60 年 10 月 1 日付け発能第 30 号「職業訓練法の一部を改正する法律の施行について」
で別表に係る弾力化が図られた（図３－１）。

１ 教科

別表の教科の欄には、訓練目標到達に必要な最低限の内容の科目を定めていること。

各職業訓練施設における地域の訓練ニーズ等を考慮しつつ、それぞれの訓練科ごとに適切

な科目を追加し自主編成ができること。

２ 設備

別表の設備の欄には、訓練科ごとに最低限必要とする設備を定めていること。

１－３ 基準見直しの枠組み

基準の見直しにあたっては、別表６、７に係る教科の細目及び設備の細目ともに必要最低限

のものが示され、その他の訓練すべき教科については、地域の人材育成ニーズ等を勘案してそ

れぞれの施設が設定しなければならないこと、設備も同様に基準で規定しているものは最低限

必要であることを踏まえ、以下の判断基準をもって研究会の議論を行った。

１ 教科

教科については、技術革新に伴う変化の状況下で訓練基準に定める最低限の教科であるか

の判断を行う。

２ 設備

設備についても教科と同様に、基準として最低限必要な設備にしなければならないのかの

判断を行う。

第２節 別表、教科の細目、設備の細目及び技能照査の基準の細目の見直し

基準見直しに係る研究会は、第２章「電気・電子・情報分野の人材育成動向」第１節から第４

節までの各種調査結果及びアンケート調査結果、ヒアリング調査結果を基に議論を行い、教科の

細目、設備の細目、技能照査の基準の細目の見直しを行った。

特に第２章「電気・電子・情報分野の人材育成動向」を検討した結果、技術革新が進み技術的

な進展は見られるが、だからこそ基礎技能・技術をしっかりと教育訓練しなければならないこと

が確認されて、基準見直しを進めることとなった。

２－１ 別表６、７の見直し

専門課程（電気技術科、電子技術科、電気エネルギー制御科、情報技術科、情報処理科、電

子情報技術科）及び応用課程（生産電子システム技術科、生産情報システム技術科）について見

直しを行った。多くは用語や表記の統一に係る軽微な変更であるが、電気技術科については、電

気関係分野を強化するため、電子技術科についてはディジタル電子回路関係（学科、実技）を強

化するため見直しを図った（別添３－１参照）。
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２－２ 教科の細目の見直し

専門課程（電気技術科、電子技術科、電気エネルギー制御科、情報技術科、情報処理科及び

電子情報技術科）並びに応用課程（生産電子システム技術科、生産情報システム技術科）の教科

の細目比較一覧表を作成して、それぞれの教科の細目について見直しを行った。

技術革新により強化しなければならない技術の取り込み、使用されなくなった技術の削除、

学科と実技間の整合性、用語や表記の統一等が見直しの観点であった（別添３－２参照）。

２－３ 設備の細目の見直し

専門課程（電気技術科、電子技術科、電気エネルギー制御科、情報技術科、情報処理科及び

電子情報技術科）並びに応用課程（生産電子システム技術科、生産情報システム技術科）のそれ

ぞれの設備の細目について見直しを行った。

技術革新により機器等の使用法が異なって来たための分類や組合せの変更、基準台数の変更、

用語や表記の統一等が見直しの観点であった（別添３－３参照）。

２－４ 技能照査の基準の細目の見直し

技能照査の基準の細目の見直しは、教科の細目及び設備の細目の変更により、技能照査の基

準を見直す必要が生じた場合に限り見直すこととして議論を行った。

用語や表記の統一を図った他、電気技術科については教科の細目を大きく見直したため技能

照査の基準の細目を見直した（別添３－４参照）。

２－５ 委員会の議論と次年度への提言

基礎研究会の中で、以下の議論がなされた。

１． 用語の統一

現行の訓練基準別表、教科の細目、設備の細目、技能照査の基準の細目で使用される用語

は、各系、各科で統一がとられていなかったので、研究会の議論で原則 によるものと決

定した。ただし、 内で統一がとれていない用語もあるので、注意を要する。

今後の見直しにあたっても、以下を踏襲して実施するものとする。

本年度基礎研究会では、以下の用語について統一を図った。

１ アンプ → オペアンプ

２ インターフェイス、インタフエイス、インターフェース → インタフェース

３ シュミレーション → シミュレーション

４ ハードウエア → ハードウェア

５ ハード ソフト → ハードウェア ソフトウェア

６ ・ 変換、 ・ ・ 変換 → 変換

７ ＣＡＤ、ＣＡＭ →

８ デジタル → ディジタル

９ シーケンサ、プログラマブルコントローラ →

→ オペレーティングシステム

ネットワーク → ネットワークオペレーティングシステム

サーバー → サーバ

組合わせ、組み合せ、組み合わせ、組合 → 組合せ （組立て、見積り）

Ｌ．Ｃ．Ｒ →

２． 表記の統一

（１）表記の不統一

本年度の電気・電子・情報系高度職業訓練基準の見直し研究会において検討した結果、

電気・電子・情報系全体で「教科の科目」と「教科の細目」の間に、以下の 3例に示すよ
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うに表記法に統一性が無いことが判明した。 
表中の「教科の細目」のうち、学科欄には理論名等が、実技欄には理論に係る操作、実

習、実験の名称が記述されると思われるが、科によって「～～実習」、「～～実験」、「～

～の実習」、「～～の実験」、「～～」、「～～」等と表記が異なり、教科の細目全体と

して統一性が見られていない。 

 
教科の科目 教科の細目 

学科 データベースシス

テム 
ファイル構成、アクセス法、ファイル操作法、データベース

システム、データベースモデル 
実技 データ処理実習 データベース実習、データ分析処理、誤り制御実習、ファイ

ル構造演習 
○○実験 ○○回路実験、○○変換実験 

 
教科の科目 教科の細目 

学科 データベースシス

テム 
ファイル構成、アクセス法、ファイル操作法、データベース

システム、データベースモデル 
実技 データ処理実習 データベースの実習、データ分析の処理、誤り制御の実習、

ファイル構造の演習 
○○実験 ○○回路の実験、○○変換の実験 

 
教科の科目 教科の細目 

学科 データベースシス

テム 
ファイル構成、アクセス法、ファイル操作法、データベース

システム、データベースモデル 
実技 データ処理実習 データベース、データ分析、誤り制御、ファイル構造 

○○実験 ○○回路、○○変換 
 

（２） 表記の統一 

既に実施されている普通訓練課程訓練基準見直し経過を踏まえて、今後（次年度以降）

は上記例示のうち最下段に示す以下の表記（「教科の科目」で実習、実験等が規定されて

いるため、「教科の細目」には“原則的に”実習、実験、操作等の記述をしない）とする

とした。 

上記の表記は、普通職業訓練課程（訓練基準 別表２）の見直しでも原則的に採用され

ているため、高度職業訓練課程（訓練基準 別表６、７）でも統一した考え方とすること

とした。 

 
教科の科目 教科の細目 

学科 データベースシス

テム 
ファイル構成、アクセス法、ファイル操作法、データベース

システム、データベースモデル 
実技 データ処理実習 データベース、データ分析、誤り制御、ファイル構造 

○○実験 ○○回路、○○変換 
 

 

 
 

２－２ 教科の細目の見直し

専門課程（電気技術科、電子技術科、電気エネルギー制御科、情報技術科、情報処理科及び

電子情報技術科）並びに応用課程（生産電子システム技術科、生産情報システム技術科）の教科

の細目比較一覧表を作成して、それぞれの教科の細目について見直しを行った。

技術革新により強化しなければならない技術の取り込み、使用されなくなった技術の削除、

学科と実技間の整合性、用語や表記の統一等が見直しの観点であった（別添３－２参照）。

２－３ 設備の細目の見直し

専門課程（電気技術科、電子技術科、電気エネルギー制御科、情報技術科、情報処理科及び

電子情報技術科）並びに応用課程（生産電子システム技術科、生産情報システム技術科）のそれ

ぞれの設備の細目について見直しを行った。

技術革新により機器等の使用法が異なって来たための分類や組合せの変更、基準台数の変更、

用語や表記の統一等が見直しの観点であった（別添３－３参照）。

２－４ 技能照査の基準の細目の見直し

技能照査の基準の細目の見直しは、教科の細目及び設備の細目の変更により、技能照査の基

準を見直す必要が生じた場合に限り見直すこととして議論を行った。

用語や表記の統一を図った他、電気技術科については教科の細目を大きく見直したため技能

照査の基準の細目を見直した（別添３－４参照）。

２－５ 委員会の議論と次年度への提言

基礎研究会の中で、以下の議論がなされた。

１． 用語の統一

現行の訓練基準別表、教科の細目、設備の細目、技能照査の基準の細目で使用される用語

は、各系、各科で統一がとられていなかったので、研究会の議論で原則 によるものと決

定した。ただし、 内で統一がとれていない用語もあるので、注意を要する。

今後の見直しにあたっても、以下を踏襲して実施するものとする。

本年度基礎研究会では、以下の用語について統一を図った。

１ アンプ → オペアンプ

２ インターフェイス、インタフエイス、インターフェース → インタフェース

３ シュミレーション → シミュレーション

４ ハードウエア → ハードウェア

５ ハード ソフト → ハードウェア ソフトウェア

６ ・ 変換、 ・ ・ 変換 → 変換

７ ＣＡＤ、ＣＡＭ →

８ デジタル → ディジタル

９ シーケンサ、プログラマブルコントローラ →

→ オペレーティングシステム

ネットワーク → ネットワークオペレーティングシステム

サーバー → サーバ

組合わせ、組み合せ、組み合わせ、組合 → 組合せ （組立て、見積り）

Ｌ．Ｃ．Ｒ →

２． 表記の統一

（１）表記の不統一

本年度の電気・電子・情報系高度職業訓練基準の見直し研究会において検討した結果、

電気・電子・情報系全体で「教科の科目」と「教科の細目」の間に、以下の 3例に示すよ
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